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新５カ年の取組方針について

① 『「水防災意識社会 再構築ビジョン」に基づく 庄内川流域の減災に係る取組方針』（平成28年8月策定）の計画
期間の５年が経過

② 近年の全国各地での水災害の発生を受け、国交省は『「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画』
（平成29年6月とりまとめ、平成31年１月改定）に基づき、水災害対策の充実と加速を推進

③ 多くの関係者の事前の備えと連携の強化により、複合的な災害にも多層的に備え、社会全体で被害を防止・軽減さ
せる対策の強化が必要

④ 気候変動の影響等により激甚な災害が頻発している状況に鑑み、あらゆる関係者が協働して流域全体で行う
「流域治水」を推進し、防災・減災が主流となる社会を目指すことが必要

令和３～７年度の水防災対策推進に向けて、「取組方針」を改定

改定のポイント
① ５年間の取組状況を総括、今後の取組に向けた課題を踏まえた改定

⇒想定最大規模の洪水に対する住民の避難行動を促す取組の継続、災害時の排水計画立案に係る取組を推進 等

② 緊急行動計画に掲げる各種取組を反映、水災害対策の充実・加速化
⇒多機関連携タイムラインの策定促進、要配慮者利用施設の避難確保計画策定支援、
防災施設の耐水化等を推進 等

③ 複合的な災害にも多層的に備え、社会全体で被害を防止・軽減させる対策の強化
⇒「東海ネーデルランド高潮・洪水地域協議会」との連携、広域避難体制の推進 等
⇒地域の災害特性に応じたタイムラインの作成支援、ポンプ場の耐水化や機能強化等を推進 等

④ あらゆる関係者が協働して流域全体で行う、「流域治水」を推進
⇒高速道路管理者、鉄道事業者等の協議会への参画等、民間団体も含めた被害軽減に向けた各種取組の推進 等
⇒「庄内川流域治水プロジェクト」との連携 等

2→ 参考資料2（p.1～25）



要配慮者利用施設における避難計画の作成について

「令和２年７月豪雨」では、主に東北・中国・四国・九州地方で、国が管理する１０河川
、都道府県が管理する１９３河川で氾濫などによる浸水被害が発生、死者８４名・住家被
害約18,000棟など極めて甚大な被害となった
熊本県球磨村の特別養護老人ホーム「千寿園」では、施設の２階（約３ｍ）まで浸水し、
入所者65名のうち死者14名の人的被害が発生
同施設は「避難確保計画」を作成し、避難訓練を実施していたにも関わらず、甚大な被害
が発生

球磨川の浸水区域（人吉市、球磨村渡地区周辺）
と千寿園の位置

小川

球磨川

：堤防決壊
：越水等
：浸水範囲

凡 例

千寿園

小川

球磨川
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～令和２年７月豪雨における被害～



要配慮者利用施設における避難計画の作成について

令和２年７月に発生した豪雨災害をうけ、国土交通省と厚生労働省により共同有識者会議「令和２
年７月豪雨災害を踏まえた高齢者福祉施設の避難確保に関する検討会」を設置、令和３年３月に検
討成果とりまとめ
既設の避難確保計画についてもチェックリストによる緊急点検と必要な改善の実施を依頼

避難の実効性を高める方策

○ 洪水や土砂災害等の災害リスクに適切に対
応した避難確保計画等の作成の徹底

○ 訓練によって得られる教訓の避難確保計画
等への反映

○ 職員や利用者の家族等への災害リスクおよ
び避難確保計画等の周知

災害リスクに適切に対応した避難先等が選定されるよう、市区町
村が施設に対して助言・勧告する支援策を講じる。 等

訓練結果を施設と市区町村が共有し、市区町村が施設に対して
計画の見直し等について助言・勧告する支援策を講じる。 等

避難支援の協力者としての役割が期待される利用者の家族に対
して、避難確保計画等の内容を周知する。 非常災害対策計画と
避難確保計画を一体化して作成するとともに、タイムラインを踏ま
えた分かりやすい計画を作成する。 等

避難確保計画等の内容や
訓練の内容に関する事項

高齢者福祉施設における避難の実効性を高める方策について（とりまとめ概要）より

■避難確保計画の緊急点検項目
1. 施設の災害リスク情報について
2. 施設利用者の避難先や避難行動について
3. 施設利用者の避難支援を開始するタイミングについて
4. 施設利用者の避難支援のための体制確立について
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～令和２年７月豪雨災害を踏まえた高齢者福祉施設の避難確保に関する検討会～

→ 参考資料2（p.29～37）



要配慮者利用施設における避難計画の作成について
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緊急行動計画（平成２９年度６月とりまとめ・平成３１年１月改定）において平成３３年度（令和
３年度）までに、対象となる全施設における避難確保計画の作成を進め、それに基づく避難訓練を
実施することが明記。
一方で、構成市町において、避難確保計画の策定率が低い市町がある（令和２年１０月現在）。

要配慮者利用施設の避難確保計画作成状況（令和2年10月31日現在）

～土岐川・庄内川における要配慮者利用施設における避難計画作成の現状～

→ 参考資料2（p.26～28）

都道府県 市町村
対象要配慮者

利用施設

避難確保計画

を作成してい

る要配慮者利

用施設の数

岐阜県 多治見市 79 50

岐阜県 瑞浪市 37 26

岐阜県 恵那市 10 6

岐阜県 土岐市 27 8

愛知県 名古屋市 2953 1841

愛知県 一宮市 380 298

愛知県 瀬戸市 1 1

愛知県 春日井市 159 93

愛知県 小牧市 10 3

愛知県 稲沢市 252 103

愛知県 清須市 30 7

愛知県 北名古屋市 56 19

愛知県 あま市 131 17

愛知県 豊山町 12 2

愛知県 大治町 55 50

愛知県 蟹江町 31 5



要配慮者利用施設における避難計画の作成について

「要配慮者利用施設における避難確保」と「避難訓練の実施」は、緊急行動計画（平成２９年度６
月とりまとめ・平成３１年１月改定）において平成３３年度（令和３年度）までに、対象となる全
施設における避難確保計画の作成を進め、それに基づく避難訓練を実施することとされた

土岐川・庄内川沿川においても避難計画未策定施設での作成促進や避難訓練の実施状況把握を行う
ことが課題となっており（令和３年３月時点）、次期５カ年の取組方針（令和３年３月改定）に『
要配慮者利用施設における避難計画の作成促進及び避難の実効性の確保』が追加されている

令和２年７月に発生した豪雨災害により、熊本県球磨村の特別養護老人ホームで１４名の尊い命が失
われたことをうけ、国土交通省と厚生労働省により共同有識者会議「令和２年７月豪雨災害を踏ま
えた高齢者福祉施設の避難確保に関する検討会」を設置、令和３年３月に検討成果とりまとめ
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これらの状況を鑑み、本項目に関する今年度の取組として、以下を予定

① 避難確保計画作成支援ツール、訓練用ツールと手引きの作成
② ２施設程度を対象とした、避難確保計画作成ワークショップ実施・①にフィードバック
③ ①のツールを一元的に入手できるようポータルサイトを構築

～庄内川河川事務所の取組支援～

→ 参考資料2（p.26～37）



災害対策基本法に基づく避難情報に関するガイドラインが改定
平成17年 「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン」策定
平成26・27年 土砂災害、東日本大震災等の教訓を踏まえ改定
平成29年 「避難勧告等に関するガイドライン」 に名称変更
平成31年 警戒レベル等の整理、改定
令和3年 令和元年東日本台風による教訓から、災害対策基本法を改正（R3.5.10公布）
（「避難指示」への１本化、警戒レベル５の避難情報の見直し）を受け、「避難情報に関するガイドライン」に名称変更

災害対策基本法の改定（令和３年５月２０日施行）により、警戒レベル４は「避難指示」に一本

化。また、警戒レベル３は「高齢者等避難」・警戒レベル５は「緊急安全確保」と表現

「避難指示」への１本化、警戒レベル５の避難情報の見直し

避難情報に関するガイドラインの改定（令和3年5月10日）
新たな避難情報に関するポスター・チラシより

避難情報に関するガイドラインの改定（令和3年5月10日）
http://www.bousai.go.jp/oukyu/hinanjouhou/r3_hinanjouhou_guideline/ 7→ 参考資料2（p.38～40）



氾濫開始相当水位について

「避難情報に関するガイドライン」では、警戒レベル４「避難指示」、警戒レベル５「緊急安全確
保」の発令基準の設定例として、『氾濫開始相当水位』を１つの目安とすることが示されており、
「平時より河川事務所等から情報提供を受けておく必要がある」

氾濫開始相当水位
水位観測所に
置き換え

堤防天端高

危険箇所（●●k）
氾濫開始相当水位：
危険箇所において堤防天端
高など氾濫が開始する各箇
所の水位を、その箇所を受
け持つ水位観測所において
換算した水位

△△水位観測所

8→ 参考資料2（p.41～42）



氾濫開始相当水位について
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危険箇所（越水）の定義
支川や山付き等の地形的条件で氾濫流が区切られる区域（氾濫ブロック）ごとに、各距離標での堤

防満杯流量（フルバンク）を基準観測所の水位に換算した場合に、最も低い水位となる箇所

●●観測所

▲▲観測所

氾濫ブロック ：支川、川に山が迫っているところ、道路や鉄道などの盛土など、氾濫流が区切られる区域

危険箇所 ：氾濫ブロック内で、もっとも堤防天端高等の高さでの流量がもっとも小さい
（基準観測所の水位に換算した場合に最も低い）箇所

堤防天端高

危険箇所（●●k）

氾濫ブロックと危険箇所のイメージ



氾濫開始相当水位について

基準観測所の諸元
危険箇所
（越水）

地先名
基準
観測所

観測所位
置

（km）
受持区間

KP
(km)

左右
岸

庄内川 枇杷島 15.7 -2.0 ～ 18.0 14.4 右 清須市西枇杷島町南問屋町

庄内川 枇杷島 15.7 -2.0 ～ 18.0 6.9 左 名古屋市中川区本前田

庄内川 枇杷島 15.7 -2.0 ～ 18.0 8.9 右 名古屋市中村区富田町万場

庄内川 枇杷島 15.7 -2.0 ～ 18.0 17.4 左 名古屋市西区名塚町

庄内川 枇杷島 15.7 -2.0 ～ 18.0 12.2 右 清須市下川原

庄内川 枇杷島 15.7 -2.0 ～ 18.0 12.2 左 名古屋市中村区日比津町

庄内川 枇杷島 15.7 -2.0 ～ 18.0 5.0 右 名古屋市中川区大蟷螂

庄内川 志段味 32.7 18.0 ～ 43.2 22.0 右 名古屋市北区東味鋺

庄内川 志段味 32.7 18.0 ～ 43.2 22.2 左 名古屋市守山区瀬古

庄内川 志段味 32.7 18.0 ～ 43.2 22.8 右 春日井市御幸町

庄内川 志段味 32.7 18.0 ～ 43.2 28.4 左 名古屋市守山区吉根

庄内川 志段味 32.7 18.0 ～ 43.2 28.4 右 春日井市上条町

庄内川 志段味 32.7 18.0 ～ 43.2 19.0 右 名古屋市北区山田町

庄内川 志段味 32.7 18.0 ～ 43.2 29.2 右 春日井市上条町

庄内川 志段味 32.7 18.0 ～ 43.2 23.8 左 名古屋市守山区西川原町

庄内川 志段味 32.7 18.0 ～ 43.2 31.4 左 名古屋市守山区下志段味

庄内川 志段味 32.7 18.0 ～ 43.2 33.6 右 春日井市大留町

庄内川 多治見 49.0 43.2 ～ 53.5 49.0 右 多治見市豊岡町

庄内川 多治見 49.0 43.2 ～ 53.5 49.2 左 多治見市新町

庄内川 多治見 49.0 43.2 ～ 53.5 47.4 右 多治見市前畑町

庄内川 多治見 49.0 43.2 ～ 53.5 47.4 左 多治見市平和町

庄内川 土岐 57.8 53.5 ～ 59.7 59.0 右 土岐市泉町河合

庄内川 土岐 57.8 53.5 ～ 59.7 58.6 左 土岐市肥田浅野双葉町

矢田川 瀬古 3.6 0.0 ～ 7.1 6.6 右 名古屋市守山区町南

矢田川 瀬古 3.6 0.0 ～ 7.1 4.2 右 名古屋市守山区瀬古

矢田川 瀬古 3.6 0.0 ～ 7.1 4.2 左 名古屋市北区上飯田北町

矢田川 瀬古 3.6 0.0 ～ 7.1 6.8 左 名古屋市東区大幸

庄内川・矢田川 氾濫開始相当水位設定箇所
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高速道路事業者との協定について

庄内川中・下流部で河川堤防が決壊した場合、浸水は広範囲に及び、堤防を締め切らない限り浸水が
継続し社会経済活動に与える影響は甚大なものになると想定される
このような大規模浸水時には、堤防復旧箇所へのアクセスが困難になることが想定されることから、
復旧に必要な資機材を高速道路より堤防へ直接搬入することにより、資機材の調達・補給手段を確保
し、堤防復旧の迅速化を図る
国土交通省中部地方整備局庄内川河川事務所は、中日本高速道路株式会社名古屋支社名古屋保全・
サービスセンター及び名古屋高速道路公社と、河川の堤防等が被災し大規模な浸水被害が発生した際
の、河川堤防等の早期復旧に必要な資機材を高速道路より直接堤防へ搬入が可能となるよう、高速道
路区域の一時使用に関する協定を締結した

高速道路より堤防への資機材搬入イメージ

車線規制を行い、資機材運搬車両
の荷下ろし＋待機スペースを確保

堤防天端にクレーンを設置し､橋梁
上に待機している資機材運搬車両
から資機材の荷下ろしを実施

堤内地
（浸水）

河川

堤防天端
（河川管理用道路）

●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

締結日：令和3年3月15日（月）
会会場：中日本高速道路株式会社名古屋支社
会会場：名古屋保全・サービスセンター会議室

中日本高速道路株式会社
名古屋支社
名古屋保全・サービスセンター所長

庄内川河川事務所長

中日本高速道路株式会社名古屋支社
名古屋保全・サービスセンターとの締結式

締結日：令和3年3月19日（金）
会会場：名古屋高速道路公社会議室

庄内川河川事務所長
名古屋高速道路公社理事長

名古屋高速道路公社との締結式

11→ 参考資料2（p.43～45）



流域治水協議会開催報告（令和3年3月25日）

令和3年3月25日、第５回庄内川流域治水協議会を開催し、庄内川水系流域治水プロジェクトをとりま
とめた
本プロジェクトは、枇杷島地区における3橋架替等の対策に加え、水害リスクの低い地域への居住誘
導の推進、公演等を活用した高台の整備、地下空間・地区タイムラインの作成・周知等をあらゆる関
係者で行っていくことを確認
10市町の首長より、本プロジェクトに対する各市町の流域治水対策について説明
これまで本協議会をリーディング地区として牽引してきた多治見市長、名古屋市長より構成員の代表
として、流域治水を進める力強い発言があった
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※写真撮影時のみマスクを外しています。

日 時：令和3年3月25日(木) 14:00～15:00
場 所：ホテルメルパルク名古屋
構成員

・18市5町
(多治見市長、恵那市長、土岐市長、
名古屋市長、犬山市長、稲沢市長、
岩倉市長、清須市長、扶桑町長、
大治町長、他流域市町首長)

・岐阜県 県土整備部・都市建築部・林政部、
愛知県 建設局・農林基盤局

・東海農政局、中部森林管理局、
多治見砂防国道事務所、
庄内川河川事務所

オブザーバー（９機関）
中部地方整備局 建政部・河川部、気象庁
名古屋地方気象台、地方共同法人 日本
下水道事業団 事業統括本部、中部電力(
株) 事業創造本部、中日本高速道路 (株)
名古屋支社 名古屋保全・サービスセンター、
名古屋高速道路公社 総務部、岐阜県農
政部、国立研究開発法人 森林研究・整備
機構 森林整備センター中部整備局

出席者：４１機関

協議会の様子

※新型コロナウィルス感染拡大防止対策のため、座席間にはアクリル板を設置。
マスク着用、消毒、検温等を徹底。

中部地方整備局長

各市町より直接ご説明いただ
いたプロジェクトについて、しっ
かり進めていかなくてはいけな
い。名古屋都市圏が止まると
日本・世界が止まることを踏ま
え、中部地方整備局としては
、課題を共有し、皆様と解決
していきたい。さらに、課題解
決のための仕組み等も徐々に
整えているところである。本プロ
ジェクトにご協力いただき感謝
申し上げる。事務所を筆頭に
今後更に頑張っていきたい。

代表自治体

土岐川・庄内川を守ること
は日本を守ることである。総
合力で対策していかなくて
はいけない。

上流部・中流部・下流部し
っかり連携して取り組んでい
きたい。

多治見市長

名古屋市長
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国土交通省の情報提供サービス

川の防災情報リニューアル：全国の川の水位や洪水予警報、レーダ雨量、河川カメラ画像などをリア
ルタイムで提供している。ウェブサイトを、3月23日（火）に全面リニューアルし、大雨時に必要と
なる川の防災情報をより分かりやすく、見つけやすく提供
水防災オープンデータ提供サービス：国が観測したレーダ雨量、雨量・水位等や東京都をはじめ47都
道府県所管の雨量・水位、洪水予警報（洪水予報）等の河川情報数値データを、配信事業者（一般財
団法人 河川情報センター）を通じて、民間事業者など受信希望者に対して有償（実費相当額を賄う
範囲内）で配信する事業（これまでの「河川情報数値データ配信事業」より名称を変更）

※「川の防災情報」URL：
https://www.river.go.jp

川
の
防
災
情
報

13→ 参考資料2（p.46～57）

https://www.river.go.jp/


水害リスクラインの更新について

水害リスクラインについては、令和２年から市町村へ６時間先の予測情報を提供開始
また、気象庁により提供される「洪水警報の危険度分布」と一元的に確認できるよう、同一画面で表
示することを予定（令和３年度中）

14→ 参考資料2（p.58～65）



■洪水予報で6時間先までの水位予測を提供

・令和３年出水期から、国管理河川の洪水予報の発表時
に６時間先までの水位予測情報を提供できるよう改良。

■長時間先の水位予測を開発

※5kmメッシュの解像度で提供される約１日半先までの降雨予
測を活用した長時間先までの水位予測を開発中。今後、更な
る長時間先までの水位予測へ展開。

・気象庁提供のアンサンブル降雨予測を活用し、不確実
性を幅で表現する数日先など長時間先までの水位予測
システムを開発中。

・令和３年出水期から首都圏を流れる荒川では、概ね１日
半先までの予測情報を試験的に活用。

出典：合同記者会見（R2.7.4）資料を一部改変

※令和２年度から大雨特別警報の警報等への切替時の合同記者会見
や河川氾濫に関する情報の発表の際に、水害リスクラインの６時間先
情報を一般向けに提供を開始したところ。

１日半先のイメージ

水害リスクラインの更新について

令和３年出水期から、すべての国管理の洪水予報河川で水害リスクラインの水位予測情報を活用する
こととし、現在３時間先までの水位予測について、６時間先までの予測に延伸することを目指す
広域避難が必要な大都市圏などを流れる大河川を中心に、数日先など長時間先までの水位予測の提供
とともに、アンサンブル降雨予測を活用した不確実性の表現方法について技術開発を推進する

15



中部電力の取り組み

C opyr i g h t  ©  C hubu  E l ec t r i c  P ower  C o . ,  Inc .  A l l  r i gh t s  rese rve d .

■停電ホームページ※2：リアルタイムの停電状況が把握できます。 ■停電情報アプリ※2：停電の通知が受けられます。

・水道技術研究センターA-smartプロジェクト※1で行政から出された意見
台風や地震で被害が出た際に、停電によって共同住宅のポンプが停止したことによる断水など、想定外の事象を経験した。電
力スマートメーターで停電範囲を把握できないのか？また将来は水道自動検針で断水範囲を把握することはできないか？

（１）防災に対する取り組み（停電情報の提供）

❶ 復旧状況
「設備確認中」「工事手配中」「工事中」で復旧状況
のステータスを表示

❷ 復旧見込
「調整中」「▲月●日中」「▲月●日午前中」等で，
復旧見込み目途を表示

❸ 停電理由
「土砂崩れによる電柱等の倒壊」「倒木による電線
断線・電柱折損」等で，停電理由を表示

※2 中部電力以外から電気を購入され
ているお客さまも利用可能

2016/10/31 10:10
現在、以下の地域で停電が発生しております。

静岡県榛原郡川根本町壱町河内
静岡県榛原郡川根本町上長尾
静岡県榛原郡川根本町久野脇
静岡県榛原郡川根本町下泉
静岡県榛原郡川根本町下長尾
静岡県榛原郡川根本町文沢
静岡県浜松市天竜区春野町川上

■最新の情報は、以下のページでご確認ください。
(PC版) http://teiden.chuden.jp/p/index.html

停電の発生

ホーム画面 地域選択画面 通知画面

※1：IoT、AI等のICTで水道事業の課題解決を図る産官学連携のプロジェクト

1 2 3
停電エリアを表示 表示単位は1km四方単位

（一部，500m四方，2km四方あり）
※地図はイメージ画像です。

・中部電力の停電情報の発信（昨年度の台風15号を踏まえて、さらに機能アップ）

•庄内川河川事務所様を含む４者様と事前放流に関する協定を締結し、流出抑制に協力しています。
（２）治水に対する取り組み

選択地域の停電情報を
プッシュ配信

地域を選択
（最大５地域登録可能）
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